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                                                                                                     ごあいさつ

     町民の皆様には、日頃から町政運営に対して深いご理解とご協力をいただき、心からお礼を申し上げます。

　このたび、今年度に実施する町の事業を皆さんにわかりやすくお知らせし、町政に対して更に理解をいただく

ために、主要施策概要『よくわかることしの中標津づくり』を作成しました。

　令和7年度の予算は、人口減少、少子高齢化の進行をはじめとした社会情勢の変化を見据え、施策の優先度、緊

急度、投資効果を充分検討のうえ、予算編成にあたりました。

　本町の強みである「人を集める力」を最大限に高めるため、そして弱みである人手不足を克服していくため、

施策を一つひとつ丁寧に磨き上げ、持続可能な町を目指し、「住みたい・住み続けたいまち」「住みやすさＮ

Ｏ.1のまち」を合言葉に、ふるさと中標津を次の世代に誇りをもって引き継げるよう町民の皆さまと共にまちづ

くりを進めていく所存でございます。

　本書が皆さんのまちづくりの議論や活動の素材として、ご活用いただけることを願っております。

 令和7年4月

 
中標津町長　西　村　　穣
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◇ 令和７年度予算について
　今年度の予算は、「令和７年度予算編成方針」や「行財政健全化計画」に基づき、人口減少を見据えた事業の展開

や歳入確保の取り組みを念頭に、事業の優先度や効果について充分検討し、本町が持つ「人を集める力」を維持・

活かしながら、「住みやすさNo.1 のまち」を目指した予算となりました。
＜予算額＞　

◇ これまでの予算の推移について
 近年の物価高騰や大型施設整備の実施に伴って予
算規模は高水準化しています。 
 令和７年度当初予算額は、令和６年度に広陵中学
校の外構改修工事や緑ヶ丘森林公園のトイレ新設、
敷地造成等が完了したものの、物価高騰などの影響
により、過去最大の規模の163億8,600万円になって
おり、収入が不足することから貯金の取り崩しを見
込んでいます。
 今後も真に必要となる事業を取捨選択し、より効
率的で効果的な行財政運営に努めていきます。

借入金の残高

貯金の残高

◇貯金や借入金の状況について　
 令和４年度末に約16.7億円まで回復した貯金残
高（財政調整基金・減債基金）は、大規模改修事
業や物価高騰などの影響に伴い、令和６年度末で
は約11億円、令和7年度末では約9億円まで減少
する見込みになっています。   
 依然として、借入金の高水準化が続いており、
貯金と借入金のバランスが非常に悪い状況が続い
ていることから、財政健全化に向けて、借入の抑
制や安定した貯金の積立てを行い、大規模災害な
どの不測の事態に迅速に対応できるよう持続可能
な財政基盤の確立を目指します。

※数値については円単位のものを四捨五入し、万円単位で表記しておりますので、合計の額や％の数字が
 一致しない場合があります。

令和７年度予算額 令和６年度予算額 伸 率
163億8,600万円 158億9,200万円 3.1%

国民健康保険事業特別会計 26億1,721万円 27億5,760万円 △5.1%
後期高齢者医療特別会計 3億6,983万円 3億6,369万円 1.7%
介護保険事業特別会計 17億4,690万円 16億9,311万円 3.2%
町営牧場特別会計 6,412万円 6,974万円 △8.1%

小   計 （Ｂ） 47億9,807万円 48億8,415万円 △1.8%
水道事業会計 13億2,726万円 8億6,268万円 53.9%
簡易水道事業会計 10億3,497万円 8億9,294万円 15.9%
下水道事業会計 18億3,041万円 16億4,580万円 11.2%
病院事業会計 57億1,756万円 60億9,577万円 △6.2%

小   計 （Ｃ） 99億1,021万円 94億9,719万円 4.3%
310億9,428万円 302億7,334万円 2.7%

会 計 区 分
一 般 会 計 （Ａ）

予算総額（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

特
別
会
計

企
業
会
計
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　　第7期総合計画では、まちづくりの基本理念として「住む人が“つながる”まち」、「そとの人と“つながる”まち」、「しごと

が“つながる”まち」、「まわりの自治体と“つながる”まち」を掲げ、4つの基本理念に基づき、「つながる」を最重要テーマ

とし、まちの将来像である「空とみどりが人をつないでいくまち 中標津」の実現に向け、5つの分野からなる基本目標の

達成のため各種施策に取り組んでいます。今年度に取り組む全254事業のうち、主な事業を抜粋してお知らせします。

基本目標１　～つながりが未来を築くまちづくり～

新規事業・拡充する事業

　中標津町が若者に選ばれ、若者が活躍できる地域になるために、若者の賑わい・交
流機会の創出や、若者が地域と関わる機会を創出する事で、若者の地域への愛着を深
めるとともに、町外への情報発信手段の確立と各種情報発信による若者UIJターンの
促進を図り、当町の20代・30代日本人の人口減少を抑制します。

　地域おこし協力隊制度の活用による隊員の任期終了後の地域での起業・就業も見据
えた地域協力活動の展開を図るとともに、企業団体の地域資源・資金を活用した地域
課題の解決に資する創業・新規事業の立ち上げ支援、地域課題の解決に資する取組に
対し人的支援を行い、官民連携による当町の地域活性化・地域課題解決を推進します。

　職員の人材確保や育成を目的とし、就職説明会への参加や各種研修を実施
します。今年度からは、新たにインターンシップ制度を設け、人材確保に努
めます。

　町民の皆様が役場に来庁された際に、行政サービスを容易に利用できるように、書類
作成や手続きを簡素化するための「書かない窓口」システムの機能を拡充し、届出書や
申請書等に記載いただく項目を減らし、住民サービスの向上を図ります。

　地方公共団体情報システムの標準化・共通化への対応のほか、業務効率化を目的とし、AIアシスタントbot運用等を引き
続き実施します。

主な継続事業

町民・団体・企

業・行政の協働

関係人口・交流

人口の拡大

横断的連携の強

化

広域連携の強

化

若者定住促進事業
（政策推進課）

609万円
町609万円

  まち・ひと・しごと創生推進事業
（政策推進課）

9,340万円
町9,340万円

  職員人材確保・育成事業
（総務課）

324万円
町324万円

  窓口ＤＸ推進事業
（総務課）

2,202万円
町462万円

  行政デジタル化推進事業
（総務課）

1億17万円
町702万円

協働のまちづくり推進事業
（政策推進課）

41万円
町41万円

　「まちづくりの主役は町民である」という事を基本として、町民と行政が
共に考え行動し互いの理解を深め、「協働で進めるまちづくり」の実現に取
り組みます。その一環として、令和７年度より「しるべカフェ」を開催しま
す。また、自治推進会議を開催し、自治基本条例の運用状況等を検証しま
す。

上段:事業費

下段：町負担額

1 2 3 41 2 3 4
□新  

□拡  

□新  

□拡  

□拡  

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 3 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　移住を検討されている方への情報発信やサポートに取り組むほか、東京・
札幌中標津会の活動支援や川崎市との連携等の地域間交流活動の推進を図り
ます。

　◆「つながりが未来を築くまちづくり」に係る補助・助成制度（抜粋） （単位：万円）

名称 担当課 予算額 内容

フロンティア事業推進補助金 政策推進課 100  地域活動のリーダー育成や住民参加のまちづくり推進等の取り組みを一部補助

基本目標２　～安心と生きがいを感じるまちづくり～

新規事業・拡充する事業

　国が定める公定価格により運営する介護・障がい福祉サービス提供事業所においては、訪問や送迎などの車両燃料費、
施設の食材料費や光熱水費などの高騰に伴い、運営に必要不可欠な経費が増加している一方で、利用者負担への転嫁が困
難なことから、事業所に対しその負担を軽減する支援を行うことで、継続的に必要となる良質なサービス提供体制の維持
を図ります。

第７期総合計画等推進事業
（政策推進課）

126万円
町126万円

　総合計画審議会を開催し、第7期総合計画後期計画
（期間：令和8年度から12年度）を策定します。また、
町の人口減少対策をとりまとめた第3期総合戦略を策
定します。

大学交流推進事業
（政策推進課）

117万円
町117万円

　町外に住む大学生などを積極的に町に招き、町民との交流活動等を通じ
て、次世代を担う地域の人材育成や交流人口・関係人口の増加を図ります。
また、大学生等が町内でフィールドワーク等を行い、地域の課題解決や魅力
発見の発表を行った場合、その大学・大学生等が翌年度に町の活性化を目的
として町や町内団体と連携して行う取組に対して支援を行います。

中標津町80年史（仮称）発刊事業
（町史編さん室）

1,599万円
町1,599万円

　開町80年を記念し、50年史発刊後30年の町勢のできご
と等を回顧、記録した中標津町80年史（仮称）の作成を
進めます。（令和７年度発刊予定）

小樽商科大学包括連携協定推進事業
（総務課・政策推進課・経済振興課）

50万円
町20万円

　中標津町と小樽商科大学は、相互に協力することで持続可能な地域社会の
発展、未来を担う人材育成及び学術の振興を図る事を目的に、令和5年12月に
包括連携協定を締結しております。今年度は小樽商科大学との連携により、
役場職員の人材育成を図るためのリカレント教育プログラムを実施します。

外国人財誘致推進事業
（経済振興課）

11,163万円
町11,163万円

　外国人材を地域における貴重な「人財」として、海外の成長エネルギーや
新たな発想力とともに取り込みながら地域の活力とするため、海外プロモー
ション（2ヶ国）を行うなど、外国人材の誘致活動を推進します。

関係人口創出事業
（政策推進課・経済振興課）

300万円
町300万円

 北方領土対策のための経費
（政策推進課）

1,425万円
町83万円

　領土問題の啓発・返還運動を推進するとともに、四島交流が再開された際に
は外務省の北方四島住民人道支援事業により北方領土在住ロシア人患者の町立
中標津病院での受け入れ等を行います。

男女共同参画推進事業
（政策推進課）

33万円
町3万円

　女性の社会参加、活躍の場、雇用の創出など女性にとって魅力的な地域づく
りを進め、女性の転出抑制や転入増加につなげていくために、男女共同参画社
会の実現に向けた意識の醸成及び地域活動における女性の活躍を推進します。

多文化共生推進事業
（経済振興課）

1,377万円
町1,377万円

　前年度に配置した2名の国際交流員（CIR）とともに、外国人留学生などの町
内在住外国人と町民の交流など、外国人との共生に向けた取り組みを行いま
す。

町民・団体・企

業・行政の協働

関係人口・交流

人口の拡大

横断的連携の強

化

広域連携の強

化

介護・障がい福祉サービス提供体制維持支援事業
（介護保険課、福祉課）

1,546万円
町0万円

1 2 3 4
□新  

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 4 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　社会福祉協議会が実施する訪問入浴、居宅介護事業に対する補助のほか、訪問介護
事業について、人材不足や介護報酬引き下げなどにより民間事業者の新規算入が見込
めないことから、今年度再開を予定しているため、訪問介護事業についても補助を拡
充します。

　介護職員については離職率の高さに加え、介護の職場を希望する人の減少
により慢性的に介護人材が不足している状況であることから、介護現場にお
いても外国人材の雇用が進んでおりますが、雇用の際に管理団体・登録支援
機関等に支払う経費の負担が大きく、事業所運営にも影響があるため、その
経費に対する支援を行い介護人材を確保します。

　町内の介護人材不足解消のため、介護福祉士実務者研修講座を開催するとともに、在宅介護のヘルパー増員のために必
要となる介護職員初任者研修講座を開催します。また、介護保険事業者協議会へ負担金を支出します。今年度からは、介
護職員の資格取得・更新に係る費用補助を行います。

　光熱費・食材等の物価高騰の影響を受けている施設の負担軽減を図るため、保育施設等への支援を実施します。
対象施設：認定こども園4園、小規模保育施設2園

　認知症・知的障がい・精神障がい等により判断能力が十分でない方が、成年後見制度を的確に利用できるよう支援を行
います。また、今年度より成年後見支援センターの中核機関位置づけを行います。これにより、市民後見人の後見業務の
バックアップ体制の強化を図るほか、申立人と後見人とのミスマッチを防ぐ効果が期待できます。

　各種予防接種を行い感染のおそれがある疾病発生やまん延を予防します。昨年度より実
施している、帯状疱疹の発症を予防し罹患後の重症化や合併症を防ぐため、任意予防接
種である帯状疱疹ワクチン接種を希望する方への、接種費用の一部助成を継続するほか、
今年度から新たに、任意予防接種であるRSウイルスワクチン接種を希望する方にも、接
種費用の一部助成を実施し、負担軽減を図ります。

主な継続事業

老人福祉居宅介護事業
（福祉課）

1,208万円
町1,208万円

外国人介護人材確保補助事業
（介護保険課）

394万円
町394万円

介護人材確保育成支援事業
（介護保険課）

474万円
町474万円

保育施設等物価高騰対策支援事業
（子育て支援課）

198万円
町0万円

成年後見事業
（介護保険課・福祉課）

1,691万円
町424万円

予防接種等のための経費
（保険センター）

7,063万円
町6,863万円

機能訓練事業
（介護保険課）

115万円
町0万円

　身体機能が低下している方で、医療終了後も継続して機能訓練が必要な方に
対し、身体機能の低下予防・維持回復を図るために必要な訓練を行い、日常生
活の自立を支援します。
【利用料】個別対応：［一般］1回40分2,000円［高校生以下］1回40分1,000円
　　　　　セミパーソナルクラス：［一般］1回45分1,500円　
　　　　　　　　　　　　　　　　［高校生以下］1回45分800円
　　　　　グループクラス：［一般］1回60分1,000円
　　　　　　　　　　　　　［高校生以下］1回60分500円

公的介護施設等基盤整備事業
（介護保険課）

5,442万円
町0万円

　介護サービス提供体制の整備を促進するため、地域密着型サービスの拠点等
の施設整備する民間事業者等に対し施設整備の経費を支援する制度です。今年
度は、「認知症高齢者グループホーム」を開設する予定の1事業者に対し施設
整備の経費を支援します。

□新  

□拡  

□新  

□拡  

□拡  

〈保育料負担軽減事業〉

　子育て世帯における負担軽減策として、現行制度の保育料無償化（3～5歳児、住民税非課税世帯の0～2歳児）に加え、保育

料負担軽減（0～2歳児の第1子半減、第2子以降無償）を行います。これにより、就労しながら子どもを産み育てやすい保育環境

の充実を図ります。

□拡  

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 5 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　後期高齢者の健康維持・フレイル（心身の衰え）予防に努め町民の健康寿命
の延伸を目指すため、健康状態が不明な高齢者の状態把握や必要なサービスへ
の接続、いきいき教室と連携したフレイル予防の普及啓発、健康教育・健康相
談を行います。（後期高齢者医療広域連合委託事業）

子どものための教育・
保育経費

（子育て支援課）

5億9,158万円
町1億5,711万円

  認定こども園、小規模保育施設及び泉保育園の運営費・人件費などに対する
経費です。また、幼児教育無償化に伴う認可外保育施設等の利用保護者への施
設等利用料分の給付を行っています。

保育士等の養成のための支援
（子育て支援課）

360万円
町360万円

　待機児童解消のため、保育士・幼稚園教諭資格者の確保や定着化を図ること
を目的に、保育士等資格取得を目指し、町内の保育施設に従事する意思のある
学生に対し、経済支援を行う制度です。

子ども・子育て支援事業
（子育て支援課）

1,977万円
町669万円

　子どもの年齢や親の就労状況などに応じた子育て世帯への支援を実施しま
す。（幼稚園型一時預かり事業、一般型一時預かり・ファミリー・サポート・
センター事業、病児保育事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業）

計根別地域保育事業
（計根別家庭的保育所）

949万円
町0万円

　一時預かり事業を実施している計根別こども館えみふるにおいて、年間を通
して安定的な預け先の確保及び保護者の負担を軽減するため、一時預かり事業
とあわせて家庭的保育事業（小規模な保育所）を実施します。

妊婦等包括相談支援事業・
妊婦のための支援給付事業
（旧伴走型相談支援・出産
子育て応援給付金事業）

（子育て支援課・保健センター）

1,500万円
町29万円

　妊娠期から子育て期まで身近で相談・支援を行う「妊婦等包括相談支援」
と、子育てへの経済的支援として妊娠の届け出や出生の届け出を行った方を対
象に「妊婦のための支援給付」の給付を行います。

子育て世帯のための扶助
（子育て支援課）

5億4,745万円
町6,731万円

  児童手当や各種医療扶助を実施し、子育て世帯にかかる経済的負担を軽減しま
す。（児童手当、ひとり親家庭等医療扶助、乳幼児医療扶助、未熟児養育医療扶助）

児童館運営管理経費
（児童会館）

1億88万円
町4,891万円   中標津町児童センター「みらいる」やその他の3児童館において、放課後児

童クラブ開設や、子育て世代包括支援センター事業や子育てサークルへの支
援、チャイルドアドバイザーや菜園等地域と連携した事業を実施します。

地域福祉計画策定事業
（福祉課）

340万円
町340万円

　地域福祉計画は、地域福祉増進の理念や方針を示すものであり、高齢者・障
がい者・子ども子育て・健康づくりといった各福祉分野の上位計画に位置付け
られる計画です。人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながる事で住民一
人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく「地域共生社会」の実
現に向けて、地域福祉の推進に向けた中心的な役割を担う多様な関係者の参画
により、令和6年度と令和7年度の2年間で計画を策定します。（計画期間：令
和8年度～令和12年度）

高齢者の自立への支援
（福祉課）

1,287万円
町1,041万円

　　「高齢者が生きがいを感じ、ともに支えあい、安心して暮らせるまちづくり」の実現
のために高齢者に対する各種支援を行うとともに、65歳以上で自立生活が困難な方
の養護老人ホーム入所生活費を支援します。

高齢者保健・介護予防推進事業
（住民保険課・介護保険課・保健センター）

32万円
町0万円

介護保険事業特別会計
（介護保険課）

17億4,690万円
◇保険事業 :
    ・第１号被保険者数：6,334名
　　 要介護認定者数：1,030名（要支援315名、要介護715名）
    ・介護予防・日常生活支援総合事業（いきいき百歳体操、通所型サービス）
    ・包括的支援事業（認知症初期集中支援事業）　他
◇サービス事業 :介護予防支援事業所事業運営費

〈子育て世代包括支援センター事業〉

　妊産婦及び乳幼児の実情を把握し、妊娠・出産・子育てに関する各種相談に応じ、必要に応じて支援プランの策定や地域の保

健医療等との連絡調整を行い、母子保健施策と子育て支援施策との一体的な提供を通じて、妊産婦及び乳幼児の健康の保持

並びに増進に関する包括的な支援を行うことにより、包括的な切れ目のない支援を提供する体制を構築します。

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 6 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



障がい者への地域生活支援
（福祉課）

1,989万円
町865万円

　だれもが生き生きと暮らせる地域社会の実現を目指すため、介護保険の対象となら
ない障がい者や障がい児が適切な支援を受けられる環境の整備を行います。
　◇訪問入浴サービス、在宅福祉移送サービス、日中一時支援、コミュニケーション
     支援、地域活動支援センター事業、障がい者日常生活用具給付、ミニ手話講座

不妊治療助成事業
（保健センター）

194万円
町142万円

　保険適用の不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた方の経済的負担を軽減
するため、交通費・宿泊費の一部を助成するとともに、保険適用の生殖補助医
療と併用して実施した先進医療を受けた方に治療費・交通費の一部を助成しま
す。

障がい者世帯のための
扶助・補助（福祉課）

8億999万円
町2億255万円

　障がいのある方が自分らしく自立した生活が送られるよう、障害者総合支援法に基
づく様々な福祉的サービスの費用を助成します。また、身体障がい者（児）・精神疾患
のある方の心身の障がいの状態に対応した医療に対して、医療費の自己負担額を
軽減します。

健康増進のための経費
（保健センター・社会教育課）

98万円
町98万円

　町民が健康な生活を送ることができるよう生活習慣病予防、感染症予防等の
啓発を図るとともに、「なかなか健康なかしべつ」の各種健康教室と運動教室
等を総合体育館と連携して実施するほか、「なかなか健康なかしべつポイン
ト」事業を実施します。

 地域自殺対策の強化
（保健センター）

69万円
町29万円

　「誰も自殺に追い込まれることのない中標津町」を目指し、関係機関との連
携強化及び人材育成、各種相談、周知活動を行います。

健康診査・相談等の経費
（保健センター）

1,023万円
町870万円

◇健康診査・検診～がん検診（胃･肺･大腸･子宮頸･乳)、医
                  療保険未加入者の健康診査、肝炎ウイル
                  ス検査　　　　　　　　
◇相談～各種相談（歯科・栄養・成人等）　　　　　
◇教室、学習会の開催～出前健康教室、結果説明会　他

母子の健康診査・相談等の経費
（保健センター）

2,141万円
町1,747万円

◇健康診査・検診～妊婦健康診査・産婦健康診査、乳幼児健康診査や歯科
　　　　　　　　　健康診査、新生児聴覚検査、
　　　　　　　　　産後ケア事業（宿泊型、デイサービス型、訪問型、
　　　　　　　　　母乳相談）　　　　　　　
◇相談、家庭訪問～各種相談（妊産婦・乳幼児等）、新生児訪問
◇教室、学習会の開催～パパママ教室、離乳食教室　他

病院事業会計
（町立病院）

57億1,756万円 ◇診療科 15科
◇病床数 一般173床、人工透析23床
◇医師数18名(常勤16名,会計年度
　　　　　　任用職員2名)

【主な設備・機器整備】
◇医療機械器具等購入（7,048万円）
　　超音波診断装置等
◇施設老朽化改修工事（1,441万円）
　　手術室自動ドア更新工事等
◇病院経営改善事業(2,619万円)
◇病院施設省エネ推進事業(1,139万円)

看護職員等確保のための経費
（町立病院）

1,744万円
町1,744万円

　町立中標津病院における看護職員等の充実を図るため、資金貸付や就職説明
会でのＰＲ活動等を行います。

国民健康保険事業
特別会計(住民保険課)

26億1,721万円
被保険者見込：4,505名（平均）
◇国保特定健診・保健指導事業
　　特定健診受診率向上支援等共同事業（国保連合会との連携による受診
    勧奨）、健診自己負担額の無料化、健康かるてシステム  他
◇健康づくり推進事業
　　国保人間ドック健診、骨粗しょう症検診、歯科疾患予防　他

後期高齢者医療特別会計
（住民保険課）

3億6,983万円
　75歳以上の方と65歳以上で一定の障がいのある方を対象とした医療制度で
す。（被保険者見込：3,399名）

後期高齢者医療に関連する経費
（住民保険課）

2億1,989万円
町2億1,629万円

　療養給付費負担金・健康診査実施、健診・骨粗しょう症検診の自己負担額を
無料化、人間ドック受診費用への補助、なかなか健康なかしべつポイント実施

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 7 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　◆「安心と生きがいを感じるまちづくり」に係る補助金・助成制度（抜粋） （単位：万円）

名称 担当課 予算額 内容

特定疾患等患者通院交通費補助金 福祉課 110  特定疾患等により町外の医療機関に通院している方の交通費を補助

地域福祉事業推進補助金 福祉課 6  在宅福祉の向上、ボランティア活動の活性化等に取り組む民間団体を補助

不妊治療助成金（再掲） 保健センター 194
 不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた方への交通費・宿泊費補助、先進医療を
受けた方への治療費・交通費補助

基本目標３　～産業の力みなぎるまちづくり～

新規事業・拡充する事業

　人口減少及び産業の担い手不足の解消を目的として、UIJ ターンや町内専門学校卒
業生の定着を促進するため、一定の要件を満たす方が認定事業所に新たに就職した場
合に、奨学金の返還を支援するほか、東京都内に本部がある大学等に在学している方
が地域の企業等に就職（内定）した場合に、面接等に参加するために要した交通費に
対して支援を行います。

　中心的な役割を担う畜産経営体等の施設等を整備する取組を支援することにより、地域の畜産の収益性向上を図り、畜
産業の安定的発展を促します。今年度は、けねべつ地域畜産クラスター協議会における育成舎1棟の設置を支援します。

　町民向けに乳製品や肉製品の加工研修を行ったり、販売用の製品やふるさと納税返
礼品の生産を行うための畜産食品加工研修センターの運営を行います。また生産体制
強化を目指し、今年度から新たに、地域おこし協力隊を1名採用します。

　◇新規就農者育成支援事業
  ～新規就農者に対し担い手育成として費用の一部負担等の支援を行いま
    す。
 ・農地保有合理化事業利子補給金：新規就農者の農場リース資金利子補給
 ・農業次世代人材投資事業補助金：就農後の所得確保のための補助金
 ・新規就農者対策事業補助金：新規就農者への補助金
                             (1件あたり400万円以内)

　◇新規就業・就農PR事業
  ～全国規模の総合就農相談イベント「新･農業人フェア」に参加し、
    就業・就農に向けたＰＲ活動や移住相談を実施します。

主な継続事業

町民・団体・企

業・行政の協働

関係人口・交流

人口の拡大

横断的連携の強

化

広域連携の強

化

UIJターン応援プロジェクト
（経済振興課）

218万円
町210万円

畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業
（農林課）

8,449万円
町0万円

畜産食品加工研修センター事業
（畜産食品加工研修センター）

2,463万円
町468万円

新規就農者対策事業
（農林課）

3,318万円
町2,850万円

酪農学園大学連携協定推進事業
（農林課）

73万円
町73万円

　専門知識と技術を有する酪農学園大学と農業高校等との協力・連携によ
り、地場産品の普及啓発を行います。

農業基盤整備のための負担金
（農林課）

1億6,142万円
町3,658万円

◇草地整備
　・計根別北地区～総事業費：1億7,619万円　草地整備270.0ha　等
　・中標津東部地区～総事業費：6,876万円　草地整備74.0ha　等
　・中標津中部第2地区～総事業費：1億5,800万円　測量設計、草地整備120.0ha、
　　草地造成1.9ha　等
◇農地整備
　・開陽28線南地区～総事業費：1億176万円　本工事

1 2 3 4

□拡  

□新  

□拡  

□新  
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　森林の有する多面的機能を発揮させるため、森林資源の
育成・保全に努め、中標津町森林整備計画に基づいた森林
整備を進めます。また、各種補助制度による支援を行い、
私有林の整備を推進します。

　森林環境譲与税を活用し、私有林の整備促進のための各種事業に取り組みます。

　　◇森林経営管理事業
　　　～経営管理されていない私有人工林所有者への意向確認調査を実施します。
　　◇中標津町私有林整備事業補助
　　◇地域森づくり推進整備事業補助
　　　～森林整備の量を増加させるための町単独の補助事業です。
　　◇緑化推進事業（植樹祭）
　　　～植樹祭、秋の植樹、サミットの森環境整備を実施します。
　　◇北海道林業・木材産業人材育成連絡協議会賛助金
　　　～北の森づくり専門学院学生を支援します。
　　◇森の輪プロジェクト
　　　～新生児への木育・地元木材活用推進を図ります。
　　◇木材利用推進事業
　　　～地域の優良カラマツ材の公共建築物等への積極的な利用検討を行い、伐期を迎えた
　　　　大口径カラマツを“地域材”として有効活用の促進を図ります。

　　※森林環境譲与税とは
　　　～温室効果ガス排出削減目標の達成や災害防止等のため、森林整備等に必要な地方財源を
　　　　安定的に確保する観点から、国会で成立した森林経営管理法を踏まえ平成31年4月に創設されました。　

開陽台整備のための経費
（経済振興課）

374万円
町194万円

　開陽台を将来にわたって多くの観光客や町民の方から親しまれる施設とする
ため、利用者や関係者など多くの方々からの声を反映させながら施設の在り方
や活性化へ向けた検討・整備を進めます。今年度は展望館タイル補修工事、駐
車場区画線工事を行います。

町営牧場特別会計
（農林課）

6,412万円

◇放牧対象：生後6ヶ月以上の乳用牛（延入牧頭数12.3万頭）
◇放牧期間：5月23日～10月23日予定（153日間）

林業行政の強化にかかる経費
（農林課）

500万円
町500万円

　林業行政においては、業務の多様化及び高度な専門性を要することから「地
域林政アドバイザー制度」を活用し、専門的知見を有する中標津町森林組合か
ら総合的な支援を得て、林業行政の実施体制の強化を図ります。

森林管理･保護のための経費
（農林課）

5,805万円
町362万円

森林環境譲与税活用事業
（農林課）

1,979万円
町1,979万円

林業・木材産業生産基盤
強化対策事業（農林課）

7,342万円
町0万円

　俣落地区の町有林におけるカラマツを主体とした人工林の効率的な搬出間伐
を行うことを目的に林業専用道を整備するとともに、令和5年度開設の林業専
用道西竹線並びに令和6年度開設の俣落線の間伐工事を行います。

中小企業振興基本条例
推進事業（経済振興課）

18万円
町18万円

　地域中小企業への施策の推進や地域経済の活性化等を目的とする中小企業振
興基本条例に基づき、具体的な施策などを検討します。

新商品開発等チャレンジ支援事業
（経済振興課）

310万円
町310万円

　本町の地域資源や地域特性を活かした新商品の開発・改良や新たな販路開拓
の取り組みを支援し、本町事業者の商品やサービス及び生産物の高付加価値化
を図るとともに経済活性化を図ります。

ふるさと納税制度推進の強化
（政策推進課）

1億7,124万円
町1億7,124万円

  ふるさと納税制度に係る返礼品事業者との連携強化や返礼品の拡充、寄附者
へのPR強化などの取り組みを推進します。

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 9 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　◆「産業の力みなぎるまちづくり」に係る補助金・助成制度（抜粋） （単位：万円）

名称 担当課 予算額 内容

豊かな森づくり推進事業補助（再掲） 農林課 924  公共造林事業により実施した植林について、所有者の負担軽減のための補助

地域森づくり推進整備事業補助（再掲） 農林課 1,247  公共造林事業により実施した私有林整備に対する所有者負担軽減のための補助

中標津町私有林整備事業補助（再掲） 農林課 475  公共造林事業の要件を一部緩和させた、私有林における間伐・枝打ち事業に対する補助

基本目標４　～住みやすいまちづくり～

新規事業・拡充する事業

　携帯電話等を持たない屋外にいる町民などに対し、Jアラートや緊急地震速報のほか、町から
の緊急時の情報発信など、必要な情報を提供するため、屋外拡声装置を設置します。中標津市
街地に12基、計根別地区に1基の設置を予定しております。

主な継続事業

商工業に対する支援
（経済振興課）

2,184万円
町2,184万円

◇中小企業融資保証料補助（280万円）
　～町制度融資の借入れに伴う北海道信用保証協会への保証料を一部補助。
　　※初めて制度利用する場合は初年度全額補助

◇中小企業応援事業（120万円）
  ～既存企業の店舗や設備等を改修する費用を一部補助。

◇空き地空き店舗等活用事業（150万円）
  ～都市計画区域内の用途地域内で、空き地空き店舗等を活用し創業する起
　　業家へ開業関連経費の一部を補助。

◇商工会活動補助事業（1,634万円）
  ～商工会が実施する、商工業の経営指導事業や若手後継者育成･資質向上
　　活動、商工業振興推進事業などに要する費用を一部補助。

観光振興のための経費
（経済振興課）

1,563万円
町1,537万円

◇観光諸行事のための経費（1,144万円）
　～夏祭り･冬まつりなど観光諸行事開催のための経費です。

◇広域連携観光PR事業（419万円）
　～自治体・観光協会・商工会などの団体で構成し、広域観光に取り組む団
　　体への負担金です。

町産食材の消費拡大
のための経費

（農林課）

120万円
町120万円

　牛乳消費拡大推進委員会へ負担金を支出し、イベント会場
等で牛乳･乳製品の提供PR販売等、消費拡大事業を行います。

雇用確保対策のための経費
（経済振興課）

14万円
町14万円

  季節労働者の雇用確保･就職促進に向けた取り組みのための、通年雇用促進
協議会への負担金です。

企業誘致に向けた取組推進
（経済振興課）

77万円
町77万円

　テレワーク実施による効果、課題を把握するため、中標津町でテレワークを
行う企業に対し、移動費等の支援を行います。また、企業誘致推進に向けた取
り組みを行います。

町民・団体・企

業・行政の協働

関係人口・交流

人口の拡大

横断的連携の強

化

広域連携の強

化

屋外拡声装置設置事業
（総務課）

9,529万円
町9,529万円

都市計画マスタープランの推進
（都市住宅課）

56万円
町55万円

　第2期都市計画マスタープラン推進（まちのツボ活性化×地域別構想）、都
市計画マスタープラン地域別構想等推進支援　他

1 2 3 4
□新  

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 10 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



（市街地）

市 街 地 道 路 簡 易 舗 装 事 業 簡易舗装3路線784.85m、測量設計1路線192ｍ

（郊外地）
俵 橋 南 3 号 道 路 整 備 事 業
豊 岡 35 線 道 路 整 備 事 業
西竹38線連絡道路整備事業
俣 落 30 線 道 路 整 備 事 業
開 陽 26 線 道 路 整 備 事 業
西 竹 48 線 道 路 整 備 事 業

改良205ｍ（俵橋15線道路付近～俵橋16線間）
舗装L=70ｍ（0号付近）
改良L=108.5ｍ、舗装L=111.5ｍ（北23号付近～道道摩周湖中標津線間）
用地測量L=729ｍ、立木調査、土地購入
改良L=190ｍ、舗装L=160ｍ（北10号付近～北11号付近間）、土地購入
用地測量L=242m、改良L=165ｍ、舗装L=100ｍ（北15号付近～北16号付近
間）、土地購入

　老朽化した消火栓を更新し、消防力の強化を図ります。

景観形成推進のための経費
（都市住宅課）

68万円
町68万円

 景観審議会開催、景観形成推進事業補助（良好な景観形成を図るために、町
が認定した景観形成団体の活動に対し補助）、景観学習

空家等対策事業
（都市住宅課）

220万円
町220万円

 町民、企業、庁内関係部署と連携し空家等対策を推進します。（空家等対策
協議会の開催、まちづくり町民会議（空き家編）の開催、空き家通信の作成、
空き家の改修・家財処分・調査に対する補助　等）

道路整備事業(改良・舗装)
（建設課）

3億5,430万円
町3億540万円

除雪・防雪にかかる経費
（管理課・建設課）

3億6,710万円
町2億8,340万円

◇除雪経費、除雪体制強化経費（車両位置装置･防雪柵設置等）
◇除雪機械購入（除雪トラック2台購入、歩道ロータリ除雪車1台購入）　
◇上標津北14号道路防雪柵 柵設置84m（55線付近～56線付近間）
◇武佐北11号道路防雪柵 柵設置45.5m（18線付近～武佐17線付近間）

橋梁の点検・修繕に
かかる経費（管理課）

2億5,086万円
町1億2,868万円 　町が管理する老朽化した橋の予防的な修繕や計画的な架替えにより長寿命化を図

るほか、中標津建設業協会との協働で講習会を開催し、通常点検や災害時の緊急
点検に備えた技術力向上を図ります。（橋梁補修：豊栄橋、春陽橋、翠豊橋　実施設
計：東橋、俣落橋、土佐橋）

※「明日に架ける橋」プロジェクト事業を含む

照明灯LED化整備事業
（管理課・生活課・経済振興課）

2億617万円
町2億617万円

　脱炭素社会に向けた取り組みとして、道路照明灯、住宅街や商店街に設置されて
いる防犯灯・商工灯のLED化整備工事に取り組み、電気使用量や電気料金の圧縮を
図るとともに、安全・安心な環境づくりを進めます。

生活等バス運行の
ための経費（生活課）

8,473万円
町7,312万円

　 地域住民の生活の足を確保するため、町有バス3路線（俣落線・武佐線・養老牛
線）の運行と共に、民間バス事業者への補助を行います。また、地域公共交通計画
に基づいた町内バス路線の再編と利用促進に取り組みます。

空港利用促進対策事業
（空港対策室）

2,179万円
町1,628万円

  路線の維持・拡大に向けた取組のほか、中標津
空港の更なる利用促進に取り組みます。（要請活
動・利用促進・空港線バス負担金　他）

公営住宅整備事業
（都市住宅課）

2億7,517万円
町1億5,139万円 　まちなか居住の推進と良好な住環境の形成を図るため、「公営住宅等長寿命化計

画」に基づき、老朽化している町営住宅の建替え工事を進めています。昨年度に引き
続き、東中団地の整備を行います。
  ◇東中団地～建築工事（2棟8戸）

緑ヶ丘森林公園キャンプ場利
用促進事業（管理課・経済振興課）

1億7,694万円
町1億1,034万円

　緑ヶ丘森林公園キャンプ場の利用者増加を図り交流人
口・関係人口の増加につなげるため、キャンプ場の魅力
を十分発揮できるよう必要な整備の実施とサービス等の
充実を図ります。今年度はオートサイトの使用を開始す
るとともに、各種整備に取り組みます。（管理棟・シャ
ワー室改築、トイレ改築　他）

公園整備事業
（管理課）

498万円
町318万円

　利用者の安全性確保・向上のため、公園の遊具等を計画
的に整備します。
（中央児童公園、まこと児童公園遊具設置調査設計　他）

消火栓整備事業
（中標津消防署）

117万円
町117万円

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 11 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　町民の防災力向上と防災意識の啓発を図るため、町･関係機関･町民等が一体
となり、地域防災力の向上に努めます。
◇防災備蓄品･防災資機材整備、防災の日啓発、防災訓練、地域防災リーダー
フォローアップ研修　他

　消費生活相談員の資質向上と相談体制の充実を図り、消費者被害の未然防止
に努めます（相談業務、啓発等）。また、弁護士による無料法律相談を年3回
開催します。

　排水や家畜ふん尿などによる河川水質への影響を調査するほか、摩周湖の環
境保全のためモニタリング調査を行う協議会へ負担金を支出します。また、環
境審議会の開催や脱炭素に向けた取組検討を行います。

下水道整備面積886.5ha、日最大処理能力10,454㎥
◇下水道管路施設修繕事業（280万円）
　～不明水対策（東中地区、人孔･汚水桝)

防災・減災体制の充実強化
にかかる経費（総務課）

2,874万円
町1,796万円

安全で住みよいまちづくり
のための経費（生活課）

2,737万円
町2,737万円

◇防犯対策
 ～悪質・巧妙化する犯罪の未然防止に努めます。(防犯灯維持、啓発等)
◇交通安全対策
 ～指導員配置など啓発に取り組みます。(交通安全灯維持、啓発等)

消費者対策のための経費
（生活課）

431万円
町405万円

環境保全推進事業
（生活課）

108万円
町108万円

有害鳥獣対策のための経費
（農林課）

620万円
町529万円

　エゾシカ駆除報償金（1,000頭分）、駆除処理･運搬費用負担、熊･カラス駆
除経費、猟友会中標津部会補助金

ごみ処理･対策に
かかる経費（生活課）

7億4,947万円
町6億2,160万円 ◇根室北部廃棄物処理広域連合負担金（4億5,184万円）

　～根室管内4町で構成している広域連合への負担金です。

◇一般廃棄物処理経費（2億8,980万円）
  ～一般廃棄物の収集・処理委託費及び最終処分場の維持管理経費、指定ご
    み袋作成経費、広域連合焼却施設への可燃ごみの運搬経費です。

◇ごみ減量･リサイクル促進のための経費（782万円）
　～ごみ分別収集の実施や分別排出の啓発、古紙や古着の減量化促進に取り
　　組みます。

水道事業会計
（上下水道課）

13億2,726万円
簡易水道事業会計

（上下水道課） 10億3,497万円

上水道区域（主に市街地）へ給水。給水戸数10,219戸
◇配水管整備事業（2億991万円）
　～南8丁目通配水管改修実施設計、泉地区配水管改修工事
　　標津川広域河川改修仮設管布設工事
　　南町西8条通配水管改修工事
　　川西7丁目配水管改修工事　他
◇浄水施設更新事業（3,906万円）
　～電気機械設備更新実施設計
◇上水道低区配水池更新事業（3億1,067万円）
　～上水道低区配水池築造工事
◇重要給水施設配水管更新事業（1億1,802万円）
　～改修工事（並美ヶ丘低区配水池周辺）
　　実施設計（川西1丁目～川西2丁目）
　　測量調査（川西7丁目～西町5丁目）

簡易水道区域（主に郊外地域）へ給水。給水戸数1,091戸
◇配水管整備事業（2,197万円）
  ～計根別第5支線配水管改修実施設計・測量調査
　　上武佐市街配水管実施設計・測量調査　
◇道営畑地帯総合整備事業(西竹地区)
　(負担金1億7,656万円)
  ～全体事業費:5億7,894万円　
　　配水管路改修3,897m、防水塗装更新 他
◇簡易水道浄水施設更新事業（1億2,818万円）
　～開陽浄水場電気設備更新工事・施工監理
　　計根別浄水場電気設備更新実施設計

下水道事業会計
（上下水道課）

18億3,041万円
◇公共下水道事業（4億550万円）
　～中標津下水終末処理場最初沈殿池機械設備更新工事
　　・電気設備更新工事
　　公共下水道事業計画策定委託（通常分、広域化分）
　　管路施設カメラ調査委託、公共汚水桝新設工事18箇所 他
◇農業集落排水事業（1億5,400万円）
　～計根別浄化センター電気設備更新工事　他

〈地球温暖化対策の推進〉

　北海道遺産である格子状防風林をはじめ豊かな自然環境を未来に引き継ぐため、これまで全国初となるＪ-クレジットの取得や

環境基本条例の策定など環境に配慮した取り組みを進めてきましたが、より一層地球温暖化対策を推進するため、「ゼロカーボ
ンシティ」宣言を令和5年3月に行い、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを進めています。
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　◆「住みやすいまちづくり」に係る補助金・助成制度（抜粋） （単位：万円）

名称 担当課 予算額 内容

地域まちづくり事業補助金（再掲） 都市住宅課 15  都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの地域別構想実現に向け地域住民が取り組む活動へ補助

空家等利活用促進事業補助金（再掲） 都市住宅課 150  空き家の改修・家財処分・調査に要する費用を補助

既存住宅耐震改修費補助金 総務課 168  住宅の耐震改修･補強設計･耐震診断・除却工事費用の補助(昭和56年5月31日以前着工住宅)

 基本目標５　～郷土愛あふれるまちづくり～ 

新規事業・拡充する事業

　各小中学校・農業高校・幼稚園における夏場の暑さ対策として冷房設備の設置を進めます。今年度は、中標津小学校、
中標津東小学校、丸山小学校、計根別学園の工事に着手し、令和8年7月に完了予定です。

　ICTを活用した教育環境の充実を図るとともに、AI型教材等の活用により児童生徒一人
ひとりに個別最適化された学びを推進します。今年度は、一人一台整備している端末の
更新時期であり、小学校で1,261台、中学校で784台のタブレット端末の更新を予定して
います。

　小学生（義務教育前期）、中学生（義務教育後期）、計根別幼稚園及び農業高等学校の
給食費について、物価高騰が続く中、「地方創生臨時交付金」の活用により学校給食費の
値上げを抑制し、保護者負担増を抑えることを図ります。

主な継続事業

児童生徒の教育環境整備のための経費
（学校教育課・社会教育課）

7,053万円
町6,861万円

町民・団体・企

業・行政の協働

関係人口・交流

人口の拡大

横断的連携の強

化

広域連携の強

化

学校施設等冷房設備整備事業
（教委管理課）

2億3,000万円
町2億119万円

GIGAスクール構想推進事業
（学校教育課）

1億2,357万円
町5,303万円

学校給食費高騰対策事業
（給食センター）

3,075万円
町0万円

◇教育力向上推進事業（200万円）
・学力向上推進事業
  ～小中学校の児童生徒の学力向上に向け、全小中学校標準学力調査(CRT)を行い、
    児童生徒の学力を把握し、学習指導･授業改善に役立てます。
・小中一貫校推進事業
  ～小中学校の教職員が互いの教育課程や指導方法等を理解し合い、義務教育９
　　年間を見通した連続性・系統性のある教育活動を目指します。
・コミュニティ・スクール運営
  ～全小中学校でコミュニティ・スクール(学校運営協議会制度)を運営し、学校と
　　保護者、地域住民等が一体となって学校運営改善や児童生徒の健全育成に取り
　　組む環境を整えます。
・学校教育研究実践校活動報償

◇特別支援教育推進事業(5,395万円)
　～要支援児童･生徒の学習や学校生活の介助･安全確保のため支援員を配置します。

◇外国語教育推進事業(1,305万円)
　～語学指導助手（ALT）２名体制による英語指導を効果的に行うことで、
　　小中高における英語教育の充実、地域での国際交流の促進により児童生徒の英語力向上を図ります。

◇児童生徒の安全安心サポート事業（134万円）
　～児童生徒が抱える諸問題に対応するためスクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラーを配置します。
　　また、学校･通学路の安全確保のため、スクールガードリーダーの学校巡回指導を行います。

◇地域学校協働本部事業（19万円）
　～地域全体の学校活動支援として、ボランティアの派遣や地域コーディネーターの配置を行います。

□拡  

1 2 3 4

□拡  

□拡  
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スクールバス等運行の
ための経費(学校教育課)

1億3,912万円
町1億3,912万円

　小中学校の統廃合に伴う児童･生徒の通学のため、スクールバスなどを運行
します。（スクールバス･ハイヤー13路線、教育振興車輌運行）

学校校務用コンピューター
の運用に係る経費(学校教育課)

2,655万円
町2,655万円

　小中学校の校務用コンピューターにクラウド上で運用する校務支援システム
を導入し、児童生徒に係る様々な情報のデジタル化や、情報の共有・連携を進
め、教職員の事務負担の軽減を図ります。

郷土資料収蔵庫整備事業
（社会教育課）

4,675万円
町2,345万円

　郷土資料の保存・管理については複数施設での分散管理となっていますが、
既に各施設が飽和状態となっているとともに施設の老朽化も進んでいます。こ
の課題に対し、郷土資料の適切な保存・管理を行うため郷土資料収蔵庫を新設
します。新たな収蔵庫では郷土資料の公開・活用も図る事としており、令和9
年度の完成を目指して今年度は実施設計を行います。
　【建築予定場所】標津川9遺跡（西8条北5丁目2番1）

農業高校生徒の修学支援
のための経費

（農業高校）

1,758万円
町1,758万円

◇就学環境支援事業（1,570万円）
  ～農業の担い手として生徒を確保するため、生徒や保護者に各種支援を行
　  います。
　・通学費補助（片道6km以上の路線バス及び自家用車送迎通学生徒
　　であり、通学日数に応じた回数券及びガソリン代相当額を上限）
　・実習服購入費全額助成
  ・資格検定料全額助成
　・給食提供

◇農業高校クラブ遠征支援経費（188万円）
　～農業クラブのイベント参加・研究発表大会の遠征費のほか、部活動の
    遠征費の一部を補助します。

育英資金貸付事業
（教委管理課）

407万円
町176万円

　義務教育の課程を修め、学術優秀で向学意欲ある町民が義務教育以上の教育
を受ける場合に学資の貸付や入学一時金の貸付を行います。また、人口流出対
策やUターン対策としての貸付枠「定住促進貸付金」による貸付を行います。

学校施設等ＬＥＤ化事業
（教委管理課）

6,257万円
町6,257万円

　教育環境改善と脱炭素社会に向けた取り組みとして、
小中学校・農業高校・幼稚園の照明設備のLED化整備工
事を昨年度から順次実施しております。今年度は中標津
東小学校、中標津中学校の屋内運動場棟照明改修工事、
計根別幼稚園の施設照明改修を実施します。

義務教育扶助事業
（学校教育課）

3,267万円
町2,887万円

　経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し扶助を行います。
◇学用品費、修学旅行費、体育実技用具費、医療費、新入学児童生徒学用
　品費、オンライン学習通信費　他

生涯学習推進のための経費
（社会教育課）

832万円
町832万円

　生涯学習だよりの発行や生涯学習研修講座、二十歳のつどい開催等のための
経費です。また、今年度は総合文化会館開館30周年記念事業として、「柳家や
なぎ真打ち昇進披露公演」を実施します。

社会教育施設運営・
改修経費（社会教育課）

3億9,534万円
町3億4,284万円

　総合文化会館・図書館・交流センターの運営管理
について、指定管理者制度により（一財）中標津町
文化スポーツ振興財団へ委託します。今年度は、総
合文化会館コミュニティホール舞台照明設備改修、
図書館冷房設備設置、交流センター受変電設備改修
を行います。

 スポーツ合宿等誘致推進事業
（社会教育課）

216万円
町75万円 ◇スポーツ推進･振興事業

  ～町外スポーツ団体への合宿支援品支給
◇日本体育大学連携協定推進事業
  ～「ラグビー部合宿」受入、「野球教室」実施

※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。 14 新：新規事業　拡：拡充事業　町：町負担額



　◆「郷土愛あふれるまちづくり」に係る補助金・助成制度（抜粋） （単位：万円）

名称 担当課 予算額 内容

スポーツ文化遠征費補助金（再掲） 社会教育課 900  児童生徒のスポーツ及び文化活動で遠征する団体や個人の遠征費を一部補助

 児童生徒のスポーツ大会参加
支援のための経費（社会教育課）

900万円
町900万円

　児童生徒のスポーツ及び文化活動で遠征する団体や個人の遠征費を一部補助
します。

体育施設運営・改修経費
（社会教育課）

2億2,739万円
町2億2,739万円

　総合体育館・運動公園・武道館・プール・テニスコート・野球場の運営管理
について、指定管理者制度により（一財）中標津町文化スポーツ振興財団へ委
託します。（令和7年度施設改修なし）

埋蔵文化財分布確認
調査事業（社会教育課）

28万円
町28万円

　平成29年度から調査中の標津川9遺跡（西8条北5丁目）について、調査によ
り出土した遺物、土器・石器の実測並びに土器の拓本作成等の整理を行いま
す。

文化遺産を活かした
まちづくりの推進（社会教育課）

453万円
町68万円

　町内に所在する指定・未指定文化財を総合的に
調査・把握し、保存・活用の促進を目的とした文
化財保存活用地域計画に基づき、普及啓発として
のフォーラムの開催、文化財活用冊子の作成・発
行などを行います。
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※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。

街 路 維 持 補 修 事 業
（東中東20条仲通り）

東
三
十
七
条
通
り

東
三
十
一
条
通
り

東
十
九
条
通
り

東
十
三
条
通
り

東
七
条
通
り

大

通

り

西
五
条
通
り

西
十
一
条
通
り

南 ９丁目通 り

南 ３丁目通 り

中 央 通 り

国 道 ２ ７ ２ 号

北 ６丁目通 り

排水施設整備事業
（明生北３丁目通り ）

中標津市街地図

標津川広域河川改修
仮 設 管 布 設 工 事

街路維持補修工事

（ 北 川 沿 通 り ）

ポ ン タ ワ ラ 川

改 修 事 業

市 街 地 道 路 簡 易 舗 装 事 業

（桜 ヶ丘団地南 1 1丁目通 り ）

市街地道路簡易舗装事業

（ 東 1 2 条 通 り ）

泉 地 区 配 水 管
改 修 工 事

市街地道路簡易舗装事業

（標ヶ丘西10条仲通り他１）

都市公園安全・安心対策事業

（ ま こ と 児 童 公 園 ）

都市公園安全・安心対策事業

（ 中 央 児 童 公 園 ）

道 路 維 持 補 修 事 業

（桜ヶ丘３丁目７号通り）

緑ヶ丘森林公園キャンプ場
利 用 促 進 事 業

街路維持補修事業

（ 体 育 館 通 り ）

市街地道路簡易舗装事業
（緑町北 １ 丁目通他 １ ）

街路維持補修事業

（明生南１丁目通り）

川西７丁目配水管
改 修 工 事

南町西８条通配水管
改 修 工 事

排水施設整備事業
（明生北２丁目通り）

街 路 維 持 補 修 事 業

（ 南 ３ 丁 目 通 り ）

下 水 道 管 路 施 設
不 明 水 対 策 工 事

上水道低区配水池築造工事
重要給水施設配水管改修工事 中標津下水終末処理場

最 初 沈 殿 池 機 械

設 備 更 新 工 事 　 他



※各種事業は国の交付金等により変更することがあります。

西竹 ４ ８線道路
整 備 事 業

上標津北１４号道路
防 雪 柵 設 置 事 業

西 竹 3 8 線 連 絡

道 路 整 備 事 業

武佐北１１号道路
防雪柵設置事業

開陽２ ６線道路
整 備 事 業

豊 岡 ３ ５ 線 道 路
整 備 事 業

橋 梁 長 寿 命 化 修 繕
事 業 （ 東 橋 ）

中標津町管内図

道路維持補修事業
（俵橋南１号線道路、
俵 橋 1 5 線 道 路 ）

計根別浄化センター
電気設備更新工事　他 橋梁長寿命化修繕

事 業 （ 豊 栄 橋 ）

橋梁長寿命化修繕
事 業 （ 俣 落 橋 ）

橋梁長寿命化修繕
事 業 （ 翠 豊 橋 ）

開陽浄水場電気
設 備 更 新 工 事

橋梁長寿命化修繕
事 業 （ 春 陽 橋 ）

俣 落 3 0 線 道 路

整 備 事 業

道営農地整備事業
（開陽2 8線南地区）

俵 橋 南 ３ 号 道 路
整 備 事 業

観 光 施 設 整 備 改 修 事 業
（開陽台展望館タイル補修工事、
駐 車 場 区 画 線 工 事 ）

橋 梁 長 寿 命 化 修 繕
事 業 （ 土 佐 橋 ）





※この冊子は資源保護のため再生紙を使用しています。

 

  

町　民　憲　章 

（昭和 40 年 7 月 1 日制定）　　 

わたしたちは、朝夕気高い武佐岳を仰ぎ、標津川の流れとともにひらけゆく 

中標津の町民です。 

はてしない緑の原に、先人のきびしい開拓のあとをしのび、その心をうけて、 

みんなの力で明るい豊かなまちをつくるために、この憲章をさだめます。 
 

１　からだをきたえ、しあわせな家庭にしましょう 

１　誇りをもって働き、豊かなまちにしましょう 

１　きまりを守り、明るいまちにしましょう 

１　自然を愛し、美しいまちにしましょう 

１　教養を高め、よりよい文化を育てましょう
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